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１． 17 年 3 月期の業績(平成 16 年 4 月 1 日～平成17 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

51,706    4.2 
49,622    3.6 

3,649   80.2 
2,024   74.7 

3,632   81.1 
2,006   84.8 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後  

１株当たり当期純利益  
株 主 資 本 

当期純利益率 
総 資 本 

経常利益率 
売 上 高 

経常利益率 

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

1,671   39.1 
1,201  403.1 

22.05 
15.73 

21.87 
15.62 

4.6 
3.4 

5.3 
3.1 

7.0 
4.0 

(注) ①期中平均株式数 17 年 3 月期   73,470,845 株             16 年 3 月期   74,128,451 株 
    ②会計処理の方法の変更    無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

9.00 
7.00 

3.50 
3.50 

5.50 
3.50 

662 
513 

39.7 
42.8 

1.8 
1.5 

(注) 17 年 3 月期期末配当金の内訳  記念配当        2 円 00 銭       特別配当      － 円 － 銭 
 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

70,919 
66,654 

36,671 
35,317 

51.7 
53.0 

497.28 
481.70 

(注) ①期末発行済株式数   17 年 3 月期  78,698,816 株 16 年 3 月期  78,698,816 株 
     ②期末自己株式数     17 年 3 月期   5,057,417 株 16 年 3 月期   5,381,357 株 
 
２．18 年 3 月期の業績予想(平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中 間 期 
通   期 

24,200 
51,000 

1,350 
3,700 

700 
2,000 

3.50 
 － 

 － 
3.50 

 － 
7.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  27 円 16 銭 

 

 

 

※上記の予想は、作成時点において当社が合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の

業績は様々な要素によりこれらの予想と異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定等につき

ましては決算短信（連結）の７ページを参照して下さい。 
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６ ． 個  別  財  務  諸  表  等  

（ 1） 貸 借 対 照 表  
 (単位：百万円)   

 当期(平成１７年３月３１日現在) 当期(平成１６年３月３１日現在)  

科      目 金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 比  較  増 減 

（ 資 産 の 部 ） ％ ％ 

流 動 資 産   ４２，９７６ ６０．６   ３８，９３６ ５８．４  ４，０３９ 

現  金 ・ 預  金  ９，９５１   ６，４１８   ３，５３３ 

受 取 手 形 １２，２４７  １１，１２４  １，１２３ 

掛 金  ９，０１７   ９，５９１  △   ５７４ 

製  品 ・ 商  品 ４，２４５  ４，１６０  ８５ 

原 材 料 ８３２  ７２０           １１２ 

仕 掛 品 ９２４  ９５４  △    ３０ 

前 渡 金 ２７  ４０  △    １２ 

前 払 費 用 １５２  １０５  ４７ 

短 期 貸 付 金 １，９８８  ２，３２２   △   ３３３ 

未 収 入 金 ２，６７０  ２，７１８   △    ４７ 

繰 延 税 金 資 産 １，０８９  ９５４     １３４ 

その他の流動資産 ６  ５  ０ 

貸 倒 引 当 金 △   １７８  △   １８０      ２ 

固 定 資 産   ２７，９４２ ３９．４   ２７，７１８ ４１．６ ２２４ 

有 形 固 定 資 産   １７，５３９  ２４．７   １７，１６８  ２５．８  ３７０ 

建       物 ５，６９９  ５，７６７  △    ６７ 

構 築 物 ９９０  １，０７４  △    ８４ 

機  械 ・ 装  置 ５，０４１  ４，９９１  ５０ 

車  両・運  搬  具 ４４  ４３       １ 

工 具 器 具・備  品 １，２０６  １，１６６  ３９ 

土       地 ４，１０２  ４，０４７  ５５ 

建 設 仮 勘 定 ４５４  ７７  ３７６ 

無 形 固 定 資 産    ４８５    ０．７    ４５０    ０．７      ３４ 

その他の無形固定資産 ４８５  ４５０  ３４ 

投 資 等   ９，９１７  １４．０   １０，０９８  １５．１  △   １８１ 

投 資 有 価 証 券 ３，２０３  ２，９６３     ２３９ 

子 会 社 株 式 １，８４５  １，８４５   ０ 

出 資 金 ２０１  ２１１  △     ９ 

長 期 貸 付 金 １１９  １２３  △     ４ 

差 入 保 証 金 ３４５  ３５１  △     ５ 

長 期 前 払 費 用 ２５９  ４３７  △   １７７ 

繰 延 税 金 資 産 ４，０９０  ４，３４９  △   ２５９ 

そ の 他 の 投 資 ３７９  ４３６  △    ５７ 

貸 倒 引 当 金 △   １４５  △   １９２     ４７ 

投 資 評 価 引 当 金 △   ３８３  △   ４２９     ４６ 

 資  産  合  計 ７０，９１９ １００．０ ６６，６５４ １００．０   ４，２６４ 
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 当期(平成１７年３月３１日現在) 当期(平成１６年３月３１日現在)  

科      目 金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 比  較  増 減 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  

流 動 負 債   ２１，２８１ ３０．０   １８，４３５ ２７．７   ２，８４６ 

支 払 手 形 ４，３２６  ３，８０９  ５１６ 

買 掛 金 １１，１６６  １０，１５２   １，０１３ 

短 期 借 入 金      －       －  － 

長 期 借 入 金 

（１年以内返済） 

     －       －  － 

未 払 金 １，１８８  ６５１  ５３７ 

未 払 消 費 税 ４７  ２２０  △   １７２ 

未 払 法 人 税 等 １，４８５  ８４７     ６３７ 

未 払 費 用 １，４１０  １，３９５  １４ 

前 受 金 ０  ０  ０ 

預 り 金 １，０５１  ８１７  ２３３ 

賞 与 引 当 金 ６０５  ５２６     ７８ 

そ の 他 流 動 負 債 ０  １３    △    １３ 

      

固 定 負 債    １２，９６５ １８．３    １２，９０２ １９．３    ６３ 

長 期 借 入 金 １，５００  １，５００    ０ 

退 職 給 付 引 当 金 １０，６８２  １０，７２７   △    ４４ 

役 員 退 職 引 当 金 ２９５  ２４７  ４７ 

そ の 他 固 定 負 債 ４８６  ４２６     ５９ 
      

負  債  合  計 ３４，２４７ ４８．３ ３１，３３７ ４７．０ ２，９０９ 

（ 資 本 の 部 ）  ％  ％  

資  本  金   １５，１８９ ２１．４   １５，１８９ ２２．８ － 

資 本 剰 余 金   １４，６６１ ２０．７   １４，６６１ ２２．０      － 

資 本 準 備 金 １４，６６１  １４，６６１  － 

利 益 剰 余 金   ７，５２６ １０．６   ６，４０５ ９．６     １，１２１ 

利 益 準 備 金 １，２２３  １，２２３  － 

 任 意 積 立 金   ４，０３２    ４，０３２  － 

 配当準備積立金 ２００  ２００  － 

 土地圧縮積立金  ８２   ８２  － 

 別 途 積 立 金 ３，７５０  ３，７５０   － 

当 期 未 処 分 利 益   ２，２６９    １，１４８      １，１２８ 

その他有価証券評価差額金 ７９８ １．１ ６７５ １．０    １２２ 

自 己 株 式 △  １，５０３ △ ２．１ △  １，６１４ △ ２．４ １１０ 

資  本  合  計 ３６，６７１ ５１．７ ３５，３１７ ５３．０    １，３５４ 

負債及び資本合計 ７０，９１９ １００．０ ６６，６５４ １００．０   ４，２６４ 
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（ 2） 損 益 計 算 書  

(単位：百万円)   

 当          期 前          期  
 (平成16年４月１日～17年３月31日) (平成15年４月１日～16年３月31日)  

科      目 金   額 百 分 比 金   額 百 分 比 増  減  金  額 

  ％  ％  

売 上 高 ５１，７０６ １００．０ ４９，６２２ １００．０ ２，０８３ 

売 上 原 価 ３５，１２１ ６７．９ ３４，８６６ ７０．３ ２５４ 

売 上 総 利 益 １６，５８５ ３２．１ １４，７５５ ２９．７ １，８２９ 

販 売 費 ･ 一般管理費 １２，９３５ ２５．０ １２，７３０ ２５．７     ２０４ 

営  業  利  益    ３，６４９   ７．１    ２，０２４   ４．１ １，６２４ 

営 業 外 収 益 ５７８  ２９４  ２８４ 

受取利息・配 当 金 １０３  ８０  ２３ 

雑 収 入 ４７４  ２１３  ２６１ 

営 業 外 費 用 ５９５  ３１２  ２８２ 

支 払 利 息 ５３  ３９  １４ 

雑 支 出 ５４１  ２７３  ２６７ 

経  常  利  益    ３，６３２   ７．０    ２，００６   ４．０ １，６２６ 

特 別 利 益 １５３  ６３９  △   ４８６ 

特 別 損 失 ２７２  ３７８  △   １０５ 

税 引 前 当 期 純 利 益 ３，５１３ ６．８ ２，２６７ ４．６ １，２４６ 

法人税･住民税及び事業税 １，８００  ８８０  ９２０ 

法 人 税 等 調 整 額 ４２  １８６  △   １４４ 

当 期 純 利 益 １，６７１ ３．２ １，２０１ ２．４ ４７０ 

前 期 繰 越 利 益 

自己株式処分差損 

８５６ 

０ 

 ２０４ 

０ 

 ６５１ 

� ０ 

中 間 配 当 額 ２５７  ２５６  ０ 

当 期 未 処 分 利 益   ２，２６９    １，１４８     １，１２１ 

 

 

（ 3） 利 益 処 分 案  

 (単位：百万円)   

科       目 当      期 前      期 増 減 金 額 

当 期 未 処 分 利 益   ２，２６９   １，１４８    １，１２１ 

計 ２，２６９ １，１４８ １，１２１ 

これを次のとおり処分します。    

利  益  配  当  金 ４０４ ２５６ １４８ 

 

 

 

役 員 賞 与 金 

（取 締 役） 

（監 査 役） 

(１株につき        

普通配当 3円50銭  

記念配当 2円00銭） 

    ５１ 

     （４７） 

     （４） 

(１株につき３円50銭) 

 

 

    ３５ 

     （３１） 

     （３） 

 

 

 

１６ 

計 ４５６ ２９１      １６４ 

次  期  繰 越  利  益   １，８１３   ８５６   ９５６ 

（注）平成１６年１２月１０日に２５７百万円(１株につき３円50銭)の中間配当を実施しました。 



 - ２５ - 

 

 

注記事項 
(貸借対照表関係) 

  ( 当     期 )  ( 前     期 ) 

  (百万円)  (百万円) 

１． 有形固定資産の減価償却累計額 ５５，６６０ 有形固定資産の減価償却累計額 ５５，６４３ 

２． 受 取 手 形 割 引 高 － 受 取 手 形 割 引 高 － 

３． 保 証 債 務 ８７２ 保 証 債 務 ８５０ 

(損益計算書関係) 

  ( 当     期 )  ( 前     期 ) 

  (百万円)  (百万円) 

１ 販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額   

 運 搬 費 ・ 倉 庫 料 ３，２５０ 運 搬 費 ・ 倉 庫 料 ３，１８６ 

 従 業 員 給 料 ２，２７３ 従 業 員 給 料 ２，２８８ 

 賞 与 引 当 金 繰 入 額 ２９７ 賞 与 引 当 金 繰 入 額 ２５３ 

 退 職 給 付 費 用 ４１５ 退 職 給 付 費 用 ４７９ 

 研 究 開 発 費 １，０６１ 研 究 開 発 費 ９８９ 

２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費   

  １，０６１  ９８９ 

３ 特別利益の主な内訳  特別利益の主な内訳  

 厚生年金基金代行部分返上益 １０３ 固 定 資 産 売 却 益 ２５４ 

 投資評価引当金戻入額 ４６ 投 資 有 価 証 券 売 却 益 ２３５ 

   投資評価引当金戻入額 １５０ 

 特別損失の主な内訳  特別損失の主な内訳  

 固 定 資 産 処 分 損 １６７ 固 定 資 産 処 分 損 １５６ 

 減 損会計損失計上額 １０４ 投資有価証券評価損 ３１ 

   会 員 権 評 価 損 ４７ 

   た な 卸 資 産 整 理 損 １１３ 

   特 別 退 職 金 １７ 

     

（ 重要な会計方針 ） 

イ．資産の評価基準及び評価方法 

l たな卸資産 

製        品 ： 総平均法による低価法 

商        品 ： 移動平均法による低価法 

原 材 料 ・ 仕 掛 品 ： 総平均法による原価法 

l 有価証券(投資を含む) 

子会社及び関連会社株式 ： 移動平均法による原価法 

その他有価証券   

時価のあるもの ： 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの ： 移動平均法による原価法 

ロ．固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産 ： 定率法（但し、千歳工場は定額法） 

 ： 但し、平成１０年度の法人税法の改正に伴い平成１０年４月1日以降に取得

した建物(建物附属設備を除く)については、定額法 

無 形 固 定 資 産 ： 定額法 

 ： 但し、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法 
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長 期 前 払 費 用 ： 定額法 

 

ハ．引当金の計上の方法 

貸  倒  引 当 金 ： 売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

投 資 評 価 引 当 金 ： 投資先の投融資額を評価するため、投資先の資産状態及び事業内容の実情

を勘案して必要と認められる金額を計上しております。 

賞   与  引 当 金 ： 従業員の賞与の支給に充てるため、次期賞与支給見込額の当期間対応額を

計上しております。 

退 職 給 付 引 当 金 ： 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上

しております。 

過去勤務債務については、発生年度において一括して費用から減額処理す

ることとしております。 

また、数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(１５年)による按分額を翌期より費用処理すること

としております。 

 

役 員 退 職 引 当 金 ： 商法施行規則第４３条の引当金で、役員の退職慰労金の支払いに備えるた

め、退職慰労金規定にもとづく期末要支給額を計上しております。 

ニ．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた

会計処理によっております。 

 

ホ. ヘッジ会計の方法 
① ヘッジ会計の方法 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しております。 
② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 
③ ヘッジ方針 ヘッジ対象に係る金利変動リスクをヘッジしております。 
④ ヘッジ有効性の評価の方法 金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、決算日にお

ける有効性の判定を省略しております。 

 

へ．消費税の処理方法 

税抜方式によっております。 

 

（ 会計方針の変更 ） 
固定資産の減損に係る会計基準(｢固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書｣(企業会計審議会 平成14年8月9日) 
及び｢固定資産の減損に係る会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日)が平成16年3月31日に終了 
する営業年度に係る計算書類等から適用できることになったことに伴い、当営業年度から同会計基準及び同適用指針を適用し 
ております。 
これにより税引前当期純利益は、104百万円減少しております。また、減損損失累計額104百万円は、当該各資産の金額から 
直接控除しております。 

 



 - ２７ - 

① リ ー ス 取 引  
 

当社は、証券取引法第27条の30の6の規定に基づき電子開示手続きを行っているため記載を省略しております。 

 

②  有価証券( 子会社及び関連会社株式)  

 

子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

③ 税効果会計 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  ( 当     期 ) ( 前     期 ) 

 （繰延税金資産） (百万円) (百万円) 

 退職給付与引当金 ４，１４３ ３，９７８ 

 子会社整理損 ５２８ ５２８ 

 投資評価引当金 １５４ １７２ 

 投資有価証券 ４５ ３８２ 

 その他 ９０６ ７５８ 

 繰延税金資産合計 ５，７７６ ５，８１８ 

 （繰延税金負債）   

 その他有価証券評価差額金 ５４１ ４５８ 

土地圧縮積立金 ５６ ５６ 

繰延税金負債合計 ５９７ ５１４ 

 繰延税金資産の純額 ５，１７９ ５，３０４ 
 
 
 
 
 

７．役 員 の 異 動  
（平成１７年６月２９日付予定） 

 

平成１７年５月１７日別途開示済みであります。 

 

 


